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1．は じめ に

　 阪神・淡路大震災後の 災 害対応で最 も大き な 問題 と な っ

た の は 「す まい 」 で ある。地震 発生直後に は、地 震 動 に よ

り倒壊 した建物
・
室内の 家具に よ り人的被害が発生 し た。

す ま い で 発生 した死 者が全体 の 84％ を 占め る m 。応 急 対

応 期 で は最大で 236，899人 （神戸市） の 避 難 者 が発生 した
t2｝
　 。こ の 数に は 避難所で 寝泊まり し た の で は な く、ライ フ

ライ ンの 停止 の ため食事を作 る こ とが で きず避難所で 食事

の 提 供 を受 け ただけの 人 も含まれ る。しか し、実際に す ま

い に何 らか の被害 を受 け た と考 え られ る避 難 所 の 就 寝者数

を見て も．最大で 222．且27人で あっ た。復旧 期で は兵庫県 ・

大阪府合わせて 49，681戸 の応急仮 設住宅 が 建設 され 、

125．OOO戸 の 住宅を供給する 「ひ ょ うご住宅復興 3 力年計

画亅 が 策定 され た。復興期に お い て も 最も大きな 問 題 と

な っ たの はす まい の 再建で あっ た
L，。また、すまい の 被害

に 基 づい て 発行され る 「り災証 明亅 は 様々 支援 を受 け る た

め の 基 準 と して 用 い られ た
ai
。

　 こ の よ うにす まい は災害対応の 基本 となる 要素で ある．
これ まで 災害 とす まい の 関係 は主 と して 災害後の すま い の

問 題 を中心 に 議論され て きた。災害後 の す ま いの 枠組 み は

室va　3）　4｝

らに より整理 さ れ て い る。また、避難所 5｝ 、仮 す

まい fi，　T） 、す まい の 復興 8）　M 等の 個 別 の 問題 につ い て は 阪

神 ・淡路大震災後、数多 くの 研 究が行 わ れ て い る。さ らに

阪神・淡路大震災で の 事後対 応に失敗 した と い う反省 か ら、

被害軽減の た め の 対策が重視される傾向に ある。しか し．

被害 が少な けれ ば事後対応 も容易になり、被害抑止の ため

の 対策の果 た す 役割は大き い
CO

。 災害後の すまい の 問題

だ けで な く、すま い の 防災 対 策 の 全体像 を捉え る必 要が あ

る 。こ れまで、すま い の 防災 対 策 の 全 体像を災害対 応 とい

う観点か ら整理した研 究は な い。災害対応に は 2 っ の 目標

が ある 。 1っ は被害の 抑止で あ り、もう ユつ は被害 の 軽減

で ある 。 被害の 抑止とは 被害 を 出さな い こ とで あり．被害

の 軽減 とは 発生した被害を最 小限 に と どめ る こ とで ある 。

すま い を災 害対応 とい う側面か ら考える と、前者 の た めの

対策 として は建築法 規 によ る建 築物の 耐震化が代表的な も

の で あり、後者の た め の 対策 と して は避難所・仮設 住宅 を

供給 して
一

時的なすまい を供給する．事前 に復興 計画 を策

定 10） して お く とい っ た対策が あげ られ る。

　本論文で は行政 によ る災害対応とい う観点か ら、災害と

すま い の 問題 の 全体像 を整理し、被害の 抑止のため の 代表

的な対 策で あ る建 築法 規が、すま い の 被害抑止に果 た した

役劃 を 阪神 ・淡路 大震 災 時 の 西 宮市 を事例 と し て検証 す

る。解析に は理 化 学研究 所 地 震防災 フ ロ ン テ ィ ア研究セ ン

タ
ー

で 作成 して い る 「西 宮BuiltEnvironmentデータベ ー

ス 亅
ts，

を用 い た。

2 ．すまい の災害対応の枠組み

（1 ）災害対応の枠組み

　
一
般的に は災害対応 は発 災 時 を基 準に応急対応（事後対

策）→ 復 旧 ・復興対応 （事後対 策 ）→ 被害抑止 （事前対策 ）

→ 被害軽減 （事前対策） とい う時計の モ デル
L2） として考

え られ て い る。すま い に 関わ る 災害 対策 を時計 の モ デル に

従っ て 整理し図 1 に 示 す。
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（2 ）応 急 対 応 （Response）

　す ま い に 関わ る 応急対応期の 対策と して は 1 ）避難所 の

設置 ・運 営 に代表され る一時 的な す ま い の 確保‘ 2）建物

被害 調 査 が 挙 げられ る。

　 避難所に代表され る
一

時的なすまい の 問題 につ い て は

様 々 な研究が行われ て お り鮮述は避 け るが、一時的なす ま

い と して 利用されたの は避難所 （59．　TX）だけで はな い 。血

縁、友 人 宅 の 疎開、勤務先の 施設も
一

時的な すまい と して

利用 さ れ て い た
路
  疎開に 対して なん らか の対 応 を考 え

る 箏も必要で ある とい う提言も行われ て いる IA， 。

　建物被害調査につ い て、行政は  災害救助法i箇用 の た め

の 調 査、  応 急危 険度判定、  「りさ い 証 明」 発行 の た め

の 嬲査 とい う 3 つ の 調 査が 行 っ た。

　災害救助法は ある基準以 上 の 被Pt　ts⊃が 発 生した 場合 に

適 用 され ．国に よる 予 算補助が行われ る。災 害対 応 は 第
一

義的に は市町村が 行うこ と に成 っ て い る。国 の予 算補助が

有 る か否 か は市町村 にとっ て 重要な事項で あ り、行政は最

初 に災害救助法の 適用基準を超えた被害が発生して い る か

どうか を把握す る。 また、建物調査 の第一段階で あ る 「災

害救助法適用 の ための 鯛査」は災害で あるか どうか を 認定

す る た め の 調査 と言え る 。 阪神・淡路大震災時の制度で は、
こ の 災 害救 助法 が行 政が建物被眷髑査を行う唯

一
の 根拠と

な っ て い た。

　引 き続いて 行われ る 調査 は 「応急危険度判定1 で ある。
こ の調査 は余震 による二 次被害の 防止を目的として い る。

阪神
・
淡路大震災の 場合 、 こ の 鯛査は 2 回 に分けて行われ

た。 1 回 目は平成 7年 1 月 18 日〜22 日にか けて 行 わ れ

神戸市を中心として 、明らか に危険な建築物に 「使用 禁止1

とい う張 り紙を行っ た。 2 回 目は全て の共 同住宅及 び長 屋

を対象 に平成 7 年 1月 23 日〜2 月 9 日 にか けて 行わ れ、

外 観 目視 か ら 「危 陶 赤 紙、「要 注意 」黄色紙、r調 査 済」

緑 紙を貼 る とい う作業が行わ れ た 15， 。こ の 応急危険度判

定鯛 査 に関して は鯛査の 目的が披災者 に周 知 され て お ら

ず 、 1） 「りさい 証明」 発行 のため の 調査 と判定結果 が異

なり混乱が発生する
2｝

、 2 ）鯛 査時期が被災者 の ニ ーズ に

合っ て い ない
13， とい う問題点も指摘されて い る。

　
　

　 等
　

　
’

働 硼

」保

　 　

・躅疑薀準法の 改足 1）篝延晋復図公臠住宅

2⊃ 鬪閥住宅

3 ，復興まちづ くり

　 最後に行わ れた建物被害鯛査 は 「りさい証明」発行の た

めの 調査で あ り 「全壊」．「半壊」．「一部損壊」、
「無被宙亅と

い う4 段階の被災判定が行わ れ た。 こ の 調 査は 建築の 専門

家で はな い 行政職員 により行われた。この ため 判定結果 に

大きな ぱ らつ き が 発生す る、他の 業務を行う必婪がある行

政職 員が建物被害判定調査に 人 手 を と られ る等 の 問題が発

生 した 。 しか し、こ の 調査の最 大 の 問 題点は、．りさ い 証明

が行政 によ る 被災者支援の 基準 とな る事 が 当 初、被災者 さ

らには行政に もほとんど認識され て い なか っ た と い う事 に

ある。「全壊」
・「半壊」の披災者 が行 政 か らの 支援の 対象 と

なる被災者とな り、「一都損壊」
・「無 被害」の 人 々 は行政か

らの支援を ほ と ん ど受けられなか っ た。建物被害認定が被

災者支援 の 基準となる事の 是非 につ いて は議論の 余地が あ

る が．平成 10 年 に 制定された被災者支援法で は建物 の 被

災度 が 支援金 給付の 基準 となっ て お り、今後 の 災害対応 に

おいて もこ の 建物被害調査が 大きなウ エ ートを 占め る こ と

は 間違 い ない 。東京都の 『生活 復興 マ ニ ュ アル 』で は 建築

団体 を この 躙査を行う主体と位置づけて い る。平成 11 年

9月に発生 した台湾の 集集地震で も建築学科 の 学生が この

躙査 を行っ て お り、 判断を行う主体は 行政職員 で ある が 学

術団体がそ の 援助を行うこ とは考 えて お く必要が あ る。

（3 ）復 旧 ・復 興 （Recovery）

　す まい の復 旧 ・復 興対 策 として 行政が行っ た対策 は、大

きくは 1）応急仮設 住宅の 供給、2）災害公営住宅の供 給、
3）復興 都市計画で あ る．兵庫県、大阪府合 わせ て 49，861
戸の 応急 仮設住宅 が 供給され が、仮すまい の 供給に 関 して

応急仮設住宅単
一に よる方法で はなく、 民間賃貸住宅 の 借

り上げ、すま いの 磨急修理等多様な選択肢を用 意する こ と

の 必 要性が 指摘 され て い る ie
。 すま い の復興対策 と して 1

2 万 5 千戸 の 住宅 を供給する 「ひ ょ う ご住宅 復興 3力年計

画亅 が策定されたが、戸 数べ一
ス で は滅失 戸数は 約 1 年で

復 旧 した n こ れ は 民 間 の住宅供 給 が予 想以 上 に 多か っ た た

めで あ る。こ の 時期の 対策につ い て は．先述の よう に多 く

の研 究が行われ て お り詳述は避ける 。

（4 ）被書軽減 （Preparedness）
　阪神 ・淡路大震 災 まで、すま い の 被害軽減の た めの 対策

が 存在する の は応急 対 応期ま で で あっ た。災 害 救 助 法、地

域 防災計画 に は避難所・痞急仮設 住宅 の設 置 につ い て の 記

述は あるが、その 運営に関す る記述はない。また、阪 神 ・

淡路大震災以降、復旧・復興期の 対策が重要 で ある と い う

事が 明らか に なり、東京都は 「都市復興 マ ニ ュ アル」 「生

活再建マ ニ ュ アル亅を作成した 。 すまいの 再建 に 関する 詳

細な流れにつ い て は 「生活再建マ ニ ュ ア ル亅に配 述 され て

い る。

（5 ）被害抑止 （Mitigation）

　阪神・淡 路大震災ま で 日本の 防災対策は主 と して被害抑

止を主眼 として行 われ て きた lT） 。す まい に 関わ る 被窖抑

止は対策は建築基準法によ り行われ て き た。 以下 、 建築基

準法のすま いの 被害抑止効果に つ い て 詳細に考察する 。

図 1　 すま い の 災書対応
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3 ．建築法 規の 変遷

日本の 建 築法 規の変遷に つ い て は 大橋　
IS｝

　
tg）

　
IO）

　
2n に詳 し

　　い。しかし、大構 の研究は主として RC 造、鉄骨造とい っ

　　た 堅牢建築物の構造計算の変遷に つ いて まと めた もので あ
’

る。 こ こ で は主として すまい の 64．3％ X2）
を占める木造建

表 1 木 造建 築に 関 わ る建築関連法規の 変遷 （大橋 （1993〕他 よ り作成）

璃簗遇箪 モの估 O 法 律 誕竇 ＊遭OP適用組矮 盃廨地域 木遣楕遁燦定

19 ：9年
市街地 礑緕物隆de寄 【日零

　　救 釦の 紐一畠準，

　　　　 市街埴建陵物法 施行龠公
狛 20 年

　　　　　　　　　布　・
胃

1923年

IDS4年

19S7 年

布衡 地趨 績掬法箆 行闘

　　　　 公 布

覦期魏正慮行

　｝　　　、
鑪抒 規剛敏 正

1

一　　　　P1　L　「　　　廟m　@l　F、哺「　「　　　　「　　門　　噛卩　　

幽η　　7　噛　　　　ヤ←　　尸　」跳　@　F、「　　　．．　　」　　　P　内　　　　

， 　 　 　　調以
上
．Zl 階30 〔名

古R》一

70 　
　 　 　 E惚 臓哀》以 上哈平 家50 坪｛名古a大躑 市〔棄京曹京都

穴暇辱 　　　　L展〕 −100 坪‘ 軍窟
驢
大 甌）以』　 鯛浜辱紳戸

嘱古図｝ 　 　 　　　　 　上、適傭〔紳戸，1　．層　　r噛　1F　L　　　　　　　．F　　囓　　　　　　　　　　’一　　　　　　　　厂　　　　　　　　　　　幽　　　F　−　　　　　　，　　　　、　　　匡　　、　’　、「1　　　’鹽　F「「−n　　　L　．，　　’　　　　■　　　　幽　圧

陶　　　用「　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　　　
　　 コ 　 　 ’り ’ 　

　　　関粟大震鍛　1丁　隠卩　一　　　F膕r　　・　　罰r　

　　　　　　　　　“トF1　」

1　　「　　　　　、，1　　　　　　@℃　甲　　　　　　　w　　艦門　F　　．　“　　尸

　L 　・A　　i　｝　　」　　　ヒ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ttt　　コ　　ロ　　　ア　ロ　tt　
　ア　ロ　 　’　

　
’　’　 1 斌
台風｛ホ遼」

　　 　　

　　｝披曹の被竇這　　大⊃　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　ド　’　’　　　’　　’　　　’　　
　　　　　　　 　　　　 　　　 　　　　ヒ 　

　 　 　 　　 100 π 「 以上の塞進 墾鐘の鶏 　　　　　　　’　　殴には許可疉戞　　　　幽　　　　　　　．「　　，7　　　　tt　−r　卩　　

　　　　、r　　　1　　「　’　馳　　ヒ　幽ト　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’@り　　　　’ロ　’　　　　@　　　’　　　　　　　サ　　ほ　　　　　ド　　’　　ヨ　へ　　　　　ハロ　　ヒ　L　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　 　　　　 　’　　 　　　　 　　 　　　　　　　

　　　　芝1 ｝ボルト等に よる 継甼 ．仕ロの 緊着 ．罰 廻立 柱 　　　　　　　　

　　　1 の黐止：3 ⊃柱下 部 への 土台 の Na ： 4 ） ±台 ． 敷桁 　 　　　
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築 に 関 わ る規定 の 変遷に つ い て 整理する （表

1）。日本全国一enCE｝ の建築法規が 設けられるの

は 】919年の 市街地 建 築物法 が 最初で ある ． しか

し、この 規定が適用 され る の は木造で は 3階建や

大規模なもの に 限られて い た。また、構造に 関す

る規定が適用 さ れる の は 大都市 の み であ り、市街

地建築物法の適用 が停止される 直前の 1941年時

点で も構造規定を含む全て の 規定が適用 され て い

るの は 43市町村 （396市町村中）に過ぎなか っ た。
一
般 の木造住宅の 建設に関 して 全国

一一pmに法的に

何らか の 制限が加えられる ようになるの は、戦時

中の 1937年 （昭和 12）の 木造建築統制令が最初

で ある。 こ の 法律は 100ni以 上の 木造建築物の 建

設 に は許可 が必 要で ある と い うも の で あ り．構造

に 関す る規定は無 い．一般の 木造住宅に 構造に 関

する規定が適用 され る よ うに なる の は建築基準法

（1950）が制定されて以 降の 事で ある。戦 前 の
一

般の 住宅に は構造に関する規定は無かっ たと考え

られ る。 建築基準法制定後 1959、70、80年の 3回

に渡 っ て建築物の 弼震性に関係する と考 え られ る

施行令の 構造規定が改正 される 。 59隼 の 改正 で は

必 要軸組量 の 強化、70年の 改正で は基礎の 強化

等、80年 の 改正 で は基 礎の 強化、必要軸組量 の 強

化等 が規 定 され る。

　本研究の 分析で は．上配 の 3つ の 改正 年に着 目

して 建築法規の 効果 を検齟する 。 ただ し、本研究

で 用 い る 建設年 は固定資産税台帳の もの で ある。

固定資産税は 1月 1日現在、完成 して い る建築物

に対 して課税される 。 例えば 1月 2日に完成 した

建築物の 場合は次年の 建築物として 登録される 。

一
方 、 建築基準法は建設開始前の 確認申請の段階

で 適 用 され る。従っ て 、本論文の 検討で は施行令

の 改正 施 行 日の 次年を 改正 の効果 が現れ る 年 と考

えた。1959年の 改正 は 12月 23日か ら施行されて

お り 1960年以 降、1970年改 正 は 且9Tl年 正月 1日

から施行されて お り 1972年以降、且980年改正 は

19981年 6月 1日か ら施行さ れて お り 亘982年以 降

と考えた。

4 ．建築法規の有効性

1）西宮市にお ける建築物の 建設年と被害の関係

　図 2 （鉄 骨造）、図 3 （RC 造 ）、図 4 （木造 ）

に西 宮市 にお ける建築物 の 建設年 と被害 の 閲係 を

示 す。変化率は全壊率の 前年 との 差を変化に対す

る 感度 を良くする ため 2乗 した もの で ある。 （変化

率＝（全壊率
一

前年の 全壊率）
’
z
＊SINC全壊率

一
前

年の全壊率））鉄骨造で全壌率が大き く減少して

い る のは 1961．64、？O年であ り、改正 された1960、
72、82年に は対応 しない が、1973年以降は 全壊率

が低下して い る。RC 造で 全壊率が 大きく滅少 し

て い るの は 1963、69、72、74年で あ り．改 正 とは

完全 に 対応 しな い が．全壊率は 1975年以 降低下 し

て い る。改正後の 全壌率上昇（鉄骨造、RC 造 1973
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図 2　鉄骨造建築物の 建築年と被害の 関係
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図 3　 RC 造建築物の 建築年と被害の 関係
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年｝はデ
ー

タの 性質によ る もので ある
（7）

。木造で 全

壊率が大き く滅少する の は 1962、 70、80年 で あり改

正の 年とは一
致 して い ない e 木造の 場合、鉄骨 ・R

C 造と異なり改正後大きく低下する の で はなく、全

壊 率は緩やか に低下 して い く。また、全体的な傾向

と して は 古 い 建築物 ほ ど全 壊率が高 い CS｝ 。

2 ）建築法 規 の効果

　本論文の 分析は西宮市の罹災証 明の 被害状況 と建

築年 の関係 を マ ク ロ に分析 した もの で あ り、入 力地

露 の大きさ、建物個 々 の詳 細 な被害状況 まで を考慮

して分析 した も ので はな い。しか し、基準法の運用

自体 が マ ク ロ な視点で行われ て お り、全て の 建築物

の 構 造設計が個 々 の 地 盤条件まで を考慮 して 行われ
　 　 　 　 　 　 　 　 tg，

　　　　　　　　　。姻 々 の 建築 物と被害の 関係 はて い る訳で は な い

物 理 的な 要 因 によ り決定 され る が、各年代 に建築さ

れ た建物 と被 害 の 関係 は、個 々 の 建物の 所有者が 建

築 基準法 を尊守 して い たか、建物 の 施 工 が設計図書

通 り行われた か、建物の メ ンテ ナ ン ス は 行わ れ て き

たか とい っ た 人為 的な 要 因 も含むデータ とな る。既

に物理 的側 面 か ら個 々 の 詳細な建物被害 と建 築年、

建築基準 と の 関係を分析 した報告は 行われ て い る
tl）
。こ こ で は 建築基準法を社会的な 制度 と し て 考 え、

マ クロ な視点か ら建築基準法の 効果 に つ い て 考察す

る。建築 年 と被害の 関係か ら 1》改正 年 と全 壊 率の

減少が一
致 しな い、2 ）古 い 建築物 ほ ど全壊率 と い

う 2点が 指摘で きる。

　 1｝につ い て、本分析はマ ク ロ に被 害と建築年の

関係を分析 してお D、完全 に基準法 の 構造規定が 尊

守されて い る の で あれ ば、改正 年に 大き く全 壊 率が

減少する と予 想され る 。 1998 年の 建築基準法改

正 前の 制度 で は建物が建築基準を満たして い るか 否

か の チ ェ ッ ク は図面 に よる 審査 と 完了検査 に よ り行

われてき た。完了検査の受検 率 は阪神
・
淡路大震災

で大きな 被害 を受けた 兵庫 県 で さえ も 43．4％ （19

96 年）：4） に過ぎない。また、被災地 全体で みて も

25，6％ − 48．25％ “o）と50％ を越え る地 域 はな い 。す
なわ ち、実際に どれ だけの 建築物 で本 当 に 建 築 墓 準

法の 構造規 定 が守 られ て い る の かは 不 明で あ っ た。

本分析か らマ クロ に見て も建築基準法の構造規定 が

遵守され て い な い事が 明らか になっ た。しか し
一

方

で 鉄骨
・RC 造 といっ た非木造建築物で は、即 応は

しないが施行令の 改正の 効果が 着実に 現れて い る。

表 2に非木造建築物の施行令毎の 全壊率を示 す。非

木造構造物で は 1971年の 改正 により全壊率が顕著

に低 下 し、1981年 の 改正 によ り全壊率 1 ％ と ほ と

ん ど被 害 が 無 くな り半壊率も9 ％ となる 。こ の 事 か

ら T且年 によ り建築物 の 安全 性 は確保 され、さ らに

81年 の改正 によ り建築物の 機能も確保され る よ うに

なっ たと解釈す る事も可能 で ある。また、木造建築

物で も表 3 に示 すよ う に、改 正 毎 に着 実 に全壊率

は低下して おり、改正 は一定の効 果 を現 して い る。

　建築基準法はすまい の被害抑止 に
一
定の 効果を持っ て お り、

構造規定は非木造建築物につ い て は 充分な性能を持っ て い る

い るが、マ ク ロ に見 る と建築墓準法 の 構造規定は完全に尊守

されて お らず，建築基準法の 運用 に 問題がある事が明 らか に

な っ た。

　2 ） につ い て は建物の 老朽化が最大の 原 因 で ある。高 齢者

が多 く亡 くな っ た 原 因 と して 、古い 建築物 に住 ん で いる 高齢

者 が 多 い とい う事 が 指 摘 され て い る 。

：S，
。建築 基準法は遡及

して 適応 され ず、建築物を改修す る金 銭 的 余 力 ・意欲も ない

高齢者 が 住む 古 い 住宅 を如何に し て 改 善す るかは大 き な 問題

で あ る。

5 ．すまい の被害抑 止力を高めるため の対策

1 ）すまいの被霄 抑止 力 を考え る枠組み

　す ま い の被害抑止力 を考える 場合，物理 的側面 と社会的側

面 につ いて考 え る必要が ある 。 物理 的側面 とは構造力学的な

問題 で あ り、本稿で は社会的側面 に つ い て考 察 する 。 すまい

の 被害抑止 につ い て 第
一

義的に責任を持つ の は居 住者で ある
【【1，

　。しか し、建築 物 の 安全性 を確 認す る に は専 門的な知識が

必要 で ある．居 住者 がす まい の 被 害抑 止 に 貴任 を持っ た めに

は、専鬥家がそ の 建築物が安全 で あ る か どうか の 情 報 を提供

して い る こ とが大前提 とな る。第 4章で は マ ク ロ な 視点か ら

建築基準法の問題点につ いて 考察 し、1）建築基準法の 運用．
2 ）古い 建築物の 被害抑止が 問題 で ある事を明 らかに した。
この 2つ の 問題はいずれ も建築基準 法に関わる もので ある が、
問題 の 根 幹 は全 く異な る。1 ）は 法 律の遵守の 問題で あり、法
律 を守 る の は義 務 で あ り．い か に して 法律 を守らせ るの かが

問題となる のに対 して 、2）は 適法な建築物 で あるが地 震時

に は 倒壊す る可能性の あ る建築 物 を如 何に して 改修す る か と

言う問題 で ある 。 すなわ ち、被害 抑止を考える 場合に は、新

たに建設す る場合の 問驃と既存の 建築物の 問題の 2 つ の 問題

につ い て 考え る 必要 が あ る。本 章で は 新たに建築す る場合、
既 存 の 建 築 物の 場合に つ い て居 住者が 建築物の 安全性 を判断

で き る情 報 が 提供 され て い るか ．さ らに情報が 提供され る前

提 に立っ て 、如何 に して すまい の 被害抑 止 力 を高 め るか に っ

い て 考 察す る。

表 2　非木造建築物 の 全壊率

一1959　　1960 −1971　　1972−19811982 −93i
’
全壊 3％ 18％ 5％ 1％

半壊 12％ 22腸 27％ 9％1
一部損壊 46％ 46％ 62％ 86％
無被 室 39％ 13％ 5艶 3％

表 3　本造建築物の 全壊率

一1959　　1960−1971　　1972−19811982 −93
・
全壊 53％ 41％ 23％ 7％

．半壊 20％ 26％ 26覧 16瑪
一

部損壊 22％ 31跖 50％ 77％
被 害なし 5％ 1％ 0％ 0％
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2）居 住 者 に対 す る建築物の安 全性 に関する情 報 の 提 供

　新た に建 築 物 を建 設す る場 合、居 住 者が 建築 物の 安 全 性

が確保されて い るか どうか を判断する には最低限、建築基

準法が守られ て い るか どうか と い う情報が提供 され て い る

必要が ある。しか し、先述 の よ うに 阪神
・
淡路大震災 で 大

きな被害 を受けた兵庫県で さえ も震災後の 完了検査 の 受検

率は50％に満たず、如何にして完了検査の 受検率を上げる

かが問題 とな る e 建築確認に関わ る行政職員の 数が限 られ

て いた事 “11 も あり
・建築基準法は これ までそ れ ほ ど厳密

に運用され て 来なか っ た “3）。建築基準法 には完了検査 を

受けない 場合の 罰則規定も定められてお り，違反建築 に対

する 最も厳 し い処置で は建物の 除 却を命 じる 事が 可 能 で あ

る が、こ れ ま で 除却が 行われ た 事例はな い。ま た．日本の

建築資格制度は 欧米の 建築家と異な り構造安全を確保す る

事 に重点が 置 かれた資格制度で あ り
Slj
、建築士 法で は 建築

士が建築物に関する法律 に違反した場合の 罰則規定も定め

られて い る が機能して い ない
an

。 しかし、阪神 ・淡路大震

災の反省か ら199S年に建築基準法が改正 され中間検査 の導

入 ・民間検査機関 へ の検査業務の開放が行わ れ今後、厳密

な運用 が行われて い くと考え られる 。 図 5に改正 前 と改

正 後の 建築基準法の 運用 の 流れ を示 す。 ま た、1999年 に 住

宅の 品質確保の 促進等 に関する 法律が制定され た 。 こ の 法

律は 1）住宅性能衷示 制度の 創設、2 ）住宅 に 係 る 係争処

理 体制の 整備、3 》瑕疵担保責任の 特例 〔主 要構造部 10

年）
S2〕

から構成されて い る．建築基準法の 検査を行 う民間

検査機関も性能表示 の た め の 検査 を行うこ と にな っ て お

り、 建築基準法の 遵守の 促進 に効果を持つ と考 え られ る。

この 法律の 施行 によ り、建築基準法で 定め られ た最低限 の

性能、さ らに は それ 以上 の住宅 が多 く供給され る事 が 予想

され る。 専門家が 建築物の 安全 性に 関す る情報 を提 供 す る

ための 仕組 みは 阪神 ・淡路大震災以降、整備され て き て い

る と言え る 。

　既存の 建 築物 に 関して は．1995年 「建 築物 の 耐 震 改 修 の

促進 に関す る法律iが策定され概存建築物の耐震改修 を行

う方策が規定された。この法律に従 っ て 建物の 耐震診断が

建 築確認

中間検聳

亮了検査

田 98 改正級 19DS 哉王前

蟷羅計画 瞭 威
鮗 冒旧 の

　 停眼
7

口醐 伝的齟
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図 5 　建築基準法の 運用

儀宅血融公嵐 を利鞄1し

行 われ て い る が、診断力哘 わ れ た ほ と ん どの 建物 は公共建
築物 （特 に学校）で あり．ま た検査を受けて もそ の先の 耐

震改修計画 まで作成して い る 事例は少な い al） ．す まい に

つ い て は横浜市で は 専門家に よ る無料 耐 震 診断 が行 わ れ て

い るが、こ うい っ た自治体は少ない。自分の 建築物の 安全

性を知る事は最低隈必要 で あ り、最低限 で も専 門 家が 作 成

した自己 診断マ ニ ュ アル に よ る耐震 診断は行う必要はあ

る，

3｝すまいの 被害抑止力を高める対策

　すまい の被害抑止力を高め る対策に つ いて 考 え る場合、

住宅 金融公庫 を利用 した住宅の 事例 が参考 にな る。住 宅 金

融公庫を利用 した住宅 につ い て は中間検査・完了検査を受

ける事が 融資開始の 条件とな っ て お り受検率は 100Xで あ

り、阪神 ・淡 路大 震 災 で も公庫 融 資 住 宅 は非融資住宅 に 比

ぺ て 高い 耐震性を有して い た
33｝
。すま い の 被害抑止力 を さ

らに高め るた め には 新築・既存の 建築物共 に、何 らか の イ

ンセ ンテ ィ ブが必 要 で あ る事が分か る。最大のイ ンセ ン

テ ィ ブは命で あ るが、どれ だ けの 安 全 性 を確保す る か は コ

ス トとの関係で決定 されて お り
31）
、い か に して金 銭 的なイ

ン セ ン ティ ブを与 え るかが重要で あ る。

　住宅性能表示制度が実際に 運用 が始ま る と中古市場の 価

格に 建築物の 性能が反 映され るよ う にな る と予 想 され、市

場効果を利用 した被害抑止力 を考え る こ とが可能 にな る。

直接、被害抑止効果を持つ もの で はない が市場効果を考 え

る場合、地震保険の 効果も考える事が 可能で ある
ZS，

が、現

行の 地震保険 には地域毎の地震危険度は加味されて い るが

個々 の建物の 性能に つ い て は加味され て お らず被審抑止力

と して は機能 して い な い。建築基準法 の 尊守率 を高めるた

め には、基本 的 に は法徳 の遵 守とい う 義務 を居住者 。専門

家が 果たす事が一
番重 要で ある が、市場効果を利用 してイ

ン セ ン テ ィ ブを与 え る 様 々 な対策 を総 合 的 に 講じて い く事

が重 要 で ある。

　しかし、市場効果 を利用 したイ ンセ ンテ ィ ブが機能 しな

い 場合も予想される 。古 い建築物 に住んで い る多く高齢者

に は建築物を改修しようとするイン セ ンテ ィ ブはほとんど

働かず、個人 の レベ ル で 対策を行 う こ とはそ れ ほ ど期待で

き ない。こ う い っ た建 築物の 改修 は行 政が 住 宅 ・都市改良

施策の 中で行 っ て い く必要が あ る。

　阪神
・
淡路大震災以降．多 くの 自治体で 地震の 被害想定

が行わ れ、想定される被害 （入的被害、建築物被害等）が

地図上 で 明らか にさ れて い る 。 また 1992 年 に都市計画

法が改正され 「市町村の 都市計画に関する 基本的方針（「市

町村マ ス タープラ ン 」）の 策定が都市計画区域 を持っ 市町

村の 黄務 とされ、 大都市で は平成 2年 に施行された 「大都

市 地域 にお け る住 宅及 び住宅 地 の 供給 促進 に関す る特 別措

置 法 亅 に基 づ き住 宅 マ ス タープラ ンが 策 定 さ れ る よ う に

なっ て い る e しかし、被害想定とマ ス タープラ ンは別個 の

もの と して 扱われ 被害想定 に も とつい て マ ス タープラ ン が

策定されて い る鈬で はない。さ らに、い くつ かの 自治体で

事前復興計画が策定されるよ うに成っ て いる が，通常時の

都市計 画 との 関係がそ れ ほ ど明 確で は な い
 
。被害想定

に墓つ く長期に渡る都市計画 を策定 し、そ の 中で老朽建築

物の改修を計画的に行 い、長期計 画 の 途上 で災害に襲わ れ
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た 場合、長 期計画を 前倒 しで 実施す る た めの 翫画 を箏前

復興計画 と位置 づ ける必要 がある．行政 によ る都市針画

的手 法を用 い たすま い の被害抑止 対 策 につ いて は 今後 の
’

研 究課題 と した い 。

6 ．まとめ

1）すまい の 防災 対 策を災害対 応 とい う観 点か ら整 理 した 。

2）建築基準法はすまい の 被害抑止 に有効 で あるが、その

運 用に問題がある事を明らか にした。
3）堅牢建築物の 場合、1971年の 改正 により建築物の 安全

性 は確保され、81年の 改正 により建築物の機能性も確保さ

れ るように なっ たと考えられゐ。
3）阪神 ・淡路大震災以 降、建築物 の 安全性 に関する情報

を提供するた めの 仕組 み が 整備されるようになっ た 。

〈補注〉

（D 西村 らは神戸市の 検視結果の分析か ら以下のよ うなデータ

を 餌て い る．本論文 で 求め た住宅に 関 わ る死 者 の 割合 84％は、
建物の 倒Pt　1850名 （住居 t812名、そ の 他 38名）の 住居で 発

生した死 者 1812名．なん らかの 圧迫 1364名、室内で の受傷 26

名、閉込 13名 、 屋外での 建物の 倒壊 5名 を全体 の死者数で割 っ

た も ので あ る。（文献 27 酋 村 〔tg98）） ま た 呂 恒倹 の西 宮 市

にお け る 被 窖写奥の 分析によ る 研究か らも建物 の厨破壊によ る

死 者 の 発生 の 割合が 86．4％ で ある事 が 明 らか に な っ て い る d

（文献25　LV　 et．a ］，（2000））
（2）兵庫県全体 では 3t6，6T8人にの ぼる．
（3） 「り災 証 明 亅 は公 的 機関 で は 1）義援 金の 支給、2）各種 税

等の 減免、3） 各種手 数料、使用料の 減免、4）学費の減免、
5）公 費解 体、6）仮 般 住 宅への 入 居、7， 公 的 復興住宅 の 確 保、
8，被災者 自立支援金の 支給、9｝災書援護資金の 貸付、10）各

種 農 資の 資 料 e 民間 機闃では 1）生命保 険、2）組害保険の 査

定の 窟料、3）銀行融資の 資料として 利用され彪 　〔文献 2、ノ岡會

山 （2000）〕神戸 市は 「り災証 明 」、西 富市で は 「被災者証 明沓 」

と呼 ばれて い たが．本論文で は 「りさ い証 明」 と呼ぷ こ とに す

る。
（4）こ れまで ア メ リカの災害対応の 基本的な考 え方は被害軽減

を 軸 とする も ので あ っ たが、現在、被 害抑止を重 視する よ うに

成 っ て きて い る．（文献 26Mileti 　 C1999））
（5）例えば人 口が 20万 人以上 30万 人未 満の 都道府県 の場合、
住 家が滅失 した 世帯数が 2千世帯 以上 あ れ ば災 害救助法が 適用

される。
C6）市街地建築物法以 前の建築法規と して は、明治 6年神奈川

県家作建方条 目、明治 19 年大阪府等の長 屋建築規則，明治 4
2年大阪府建築取締規則、明 治 45 年兵庫県建 築取締規則等が

あげられる が、構造 に 関する規定は少なか っ た。｛文献 18　大

橋 〔1993｝）

（T｝被害認定 は団地 権に行われており、建築年、被害程度か ら

構成され る1データ （この 1データを被害認定単位 と呼ぷ）が最大

で 800 揀 の 建物 で構 成され て い る。建物 が鉄 骨 造、RC 造 の 場

合、大きな団 地 が建造され るとそ の年 に大 量の建 築物が 建殴され

た 事にな り全 螻 率 に 大 きな影響を与え て い る。棟数単位 の 全 壌 率

｛全恨棟数！全棟黝 で はなく被害認定単位 により全壊率 （全壊と

被害訊定され た単位 ／被 害認定単位の 総数）の 計算を行い 、同

様 の 分析 を行っ た 場舎、73年 の 変化率の 上昇 はみられなか っ た。
〔8｝た だ し、非木造建 築物で は tg60年以前 と 196t年以 降の 建

築物を比較する と、前者の 方 が 全 壊率が 低 い 。こ れ は．物法の

構造計算法が弾性域の 1／ 2 まで で 針算を行 っ て い た事 に よ る

と の見解もある． （文Wt　28 西澤｝

〔9）建築基準法は 最 低限度 の 基準を 定めた もので あ り、実 際 の

構造設計にお い て は儷々 の 敷地 に応 じた 設 計を行 うこ とは当然

可 能で あ る。さ らに 1998 年の 建築基 準法改正 に よ り性能設

計が可能 にな り個 々 の建 物の 立地 条件 に 応 じて 最低限の 構 遣 般

計を行 うこ とも可 能に なっ た ．

（10）検 査完了率は該 当年度に おけ る完了検 査 件 数／確認 申請件

数で表 したもの で、建設 に 1年以上 係る場合 もあ り実際 の検査

率 を 表 した もの で は ない ．しか し、毎 年度 、完 了検 査 受検率 は

同程度 で あ り，実態 を表 して い る 数宇と考 え られ る．被 災 地 に

お け る平 成 8年度の 完 了検 査受検 率は神戸 市 45．47％、尼崎市

25，6％、西 宮市 45，7％で ある。
｛lD 阿部は安全の 確保 は コ ス トとの兼 ね 合 いで決 まり、自動車

の例 を挙 げて、雅 で も財布と相談 して命 を犠牲に して い る と番

く。（文Wt　31 阿部 （1995》｝
（12．） 神戸市で は 7，915 件の 確 認 申請に 対 して建 築確 認 ・検査に

携わる職員の 数は 26 人に 過ぎない 。神戸 市 の 職 員数 の 詳細、確

腮 申請 ：課長 L 主幹 1．係長 6 （土 木1）、担 当 10 〔±木 2，機

械 2．亀 気 2｝計 量8名、検査 ：課長 【、主幹 t、係畏 L 担当 5，
翫 8名．合計 2信名 〔1998 年）

C13） しか し完了検 査 を受検 しない 事に 関 して は居 住者 の 側 に も

問題 がある．日本の 建築基準法 は単体規定 （建 築物の 性 能規定｝

と集団 規定 （都市計画的規定） とか ら構 成 されて い るが 、集団

規 定 （建坪率 ・容積率）の違 反に つ い て は 居住者の 側 も検査 さ

れ た く無 い とい う事例 もある t

（14）愛知県の 事例で 見 る と、L995−97年度 に耐震診断を 受 けた

建築物が to83棟 （用途別で は学校 48％ 、構造別で は RC 造IT
％）g しか し 1995−98年度 に耐 震改修計画 まで 策定 した建 築物は

115擽 に過 ぎな い 。 （文献 29 財》愛知建築住宅セ ン タ
ー（rg99））

（15）束京都では 『都市 復 興 マ ニ ュ アル 亅、『生 活再建マ ニ ュ アル 』

が、静 岡県で は rふ じの国住宅復興プラ ンi が策定 され て い る ．

東京都 の 「都市復興 マ ニ ュ ア ル 」で は地 域復 興計画に つ い て 「各

区 市町の 都市計画 マ ス タープラ ン を基礎 に 被災状況 を 踏 ま えて

復興に 必要な攅羅 をと りま と め る もの で あ る 」 と して い るが、
概 念的 な もの で あ り被害想定 結果 に 基 づ い て 具 体 的 な シ ミュ

レ
ー

シ 目 ンを行 っ た も の で は な い 。『生活再 建マ ニ ュ アル 」 は生

活再建 に閥す る災省対応の 手順をまとめ たも の で あ る 。『ふ じの

国住宅 復興プ ラ ン亅 は 被害想定 に基づ き 必 要な災窖 復興公営住
宅戸 数に 関する シ ミ ュ レ ーシ ョ ン を行 っ た もの で あ る が．既存

の マ ス タープラ ン等 との 関係が 明確で ない 。
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